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本ガイドの位置づけ 

 

本ガイドライン（以下「本ガイド」）は、従前より（一社）日本原子力技術協会（以下、

JANTI）が策定し、(一社)原子力安全推進協会(以下、JANSI)が管理してきた「補修工法ガ

イドライン[対策－高周波誘導加熱応力改善工法]（第 1 版）」（以下「従来のガイド」）を原

文のまま原子力エネルギー協議会（以下、ATENA）の管理体制下で引き継いで使用するも

のである。本ガイドの内容については、ATENA 炉内構造物等点検評価ガイドライン検討会

を経て改訂が決定されるまでの間、変更は行わない。 

 

運用時期 

本ガイドの運用開始日は 2026 年 4 月とする。 

 

運用上の注意 

1. 本ガイドは従来のガイドを踏襲したものであり、運用上の変更はない。 

2. ATENA は必要に応じで、炉内構造物等点検評価ガイドライン検討会を経て改訂し

ますが、その場合は別途改訂履歴を明示する。 

 

本ガイドラインの情報等の取扱いについては，以下のとおりとする。  

（免責） 

ATENA、ATENA 従業員、会員、支援組織等本書の作成に関わる関係者（「ATENA 関係

者」）は、本書の内容について、明示黙示を問わず、情報の完全性及び第三者の知的財産権

の非侵害を含め、一切保証しない。ATENA 関係者は、本書の使用により使用者その他の

第三者に生じた一切の損失、損害及び費用についてその責任を負わない。使用者は、自己

の責任において本書を使用するものとする。 

（権利帰属） 

本書の著作権その他の知的財産権（「本件知的財産権」）は、ATENA に帰属する。本件

知的財産権は，本書の使用者に移転せず、また、ATENA の承諾がない限り、本書の使用者

には本件知的財産権に関する何らの権利も付与されない。 
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